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韓国における国家情報化政策の現況
金 容 媛
平成１２年５月／５－２０１／表紙／Ａ５２０１Ｃ ２０００年７月３日月曜日
１ は じ め に
今日の国際環境は希望と不安が交錯する中で，
民族主義・地域主義・世界主義が混在している。
国境やイデオロギーの壁をなくす相互依存が増加
するにつれて無限競争と適者生存の論理が登場し，
政治・軍事問題よりも文化・経済問題が国家の重
要課題となってきている。また，個人と集団，国
家間の関係が情報通信技術の発展に伴う時空間圧
縮により，緊密に連関してきている。
近年，知識や情報が国の構造的基盤に不可欠で
あるとのとらえ方が広くなされており，専門化さ
れた様々な情報を迅速にアクセス・提供するため
に，現状に対応した組織的な戦略や政策が必要と
なっている。また世界中のあらゆる国々ではイン
ターネットと情報技術が新時代に必須であるとい
う認識のもと，実用的で効果的な知的基盤の構築
が目指されている。
韓国における国家情報化政策の現況
金 容 媛
［要旨］韓国における国家情報化の進行を政策面，組織面，制度面にわけて，情報化が本格的に推進さ
れてきた１９８０年代後半から現在までの状況を考察する。またその根拠となる「情報化促進基本法」およ
び「情報化促進基本計画」について言及する。国家情報化政策の中で，特に学術・教育情報政策を中心
に概観し，その中枢的機関である韓国教育学術情報院の機能および活動を紹介する。
［キーワード］情報政策，情報基盤，学術情報政策，情報化促進基本法，韓国
目次
１ はじめに
２ 国家情報化推進の経過および現況
２．１ 情報化関連政策の推進
２．２ 情報化関連組織の整備
２．３ 情報化関連制度の改善
２．４ 「情報化促進基本法」および「情報化促進基本計画」
３ 学術情報政策および計画
３．１ 関連法規
３．２ ５大国家電算網基本計画（教育・研究電算網）
３．３ 韓国教育学術情報院
３．３．１ 機能および組織
３．３．２ 主要活動およびサービス
４ おわりに
付録：１）「情報化促進基本計画」と「情報化促進５ヶ年計画」の体系比較
２）１９９９年度韓国教育部の教育情報化計画および事業
論文
１
また経済的な側面でも知識を基盤とする知識基
盤経済が支配的な現象となっている。知識基盤経
済の成立背景は，情報通信部門における画期的な
技術革新と関連がある。すなわち，情報通信技術
の急速な発展は研究学習体系の革新，知識の記号
化（デジタル革命），国際化現象を加速させ，知
識基盤経済の成立を可能にした。知識基盤経済は，
労働や資本よりも知識が競争力決定の核心要素と
なる経済で，産業構造の側面からは，コンピュー
タ・電子・宇宙工学といった先端技術産業と，教
育・情報通信事業といった知識集約サービスの比
重が増大し，全般的に高付加価値産業中心の経済
を意味する。OECDを中心とした先進国の経済は，
知識および情報を基盤とする経済への転換過程に
ある。
こうした国際的環境の変化とともに，韓国内で
は９７年度に起きたIMF経済危機によって経済が知
識情報化という構造転換を実現させなければなら
ないという大きな試練に直面した。政府は，国家
経済力建て直しのためにその間多様な改革方案を
考案し，２１世紀には韓国を国際的に中心的な役割
をする国家に跳躍させるという目標を設定して，
これを「国際化」と「情報化」によって達成させ
るということも発表した。「国民の政府」出帆と
ともに，財政資源の効率的運用というモットーの
下に第１次政府組織改編を断行した。続く第２次
政府組織改編を通して，国民の立場からみた政府
組織及び機能を再設計し，すべての行政制度に自
律・競争・成果原理を反映させ，民主主義と市場
経済の併行発展という基本理念を実現させること
で，産業時代に合わせて規制中心の組織体系から
新しいミレニアム時代の自律型組織体系に転換す
るための国政改革・行政改革を断行しようとした。
既存の部処統廃合を主たる手段とする構造調整戦
略を改め，組織運営面において情報社会が要求す
る環境の変化に適応できる体制に転換しなければ，
国政改革は成功しないという認識が支配的である。
２ 国家情報化推進の経過と現況
公共部門の情報化の本格的推進時期といえる８０
年代後半から現在まで，情報化が推進された経過
を政策面，組織面，制度面に区分してその経過推
移をみると次の通りである。
２．１ 主要情報化関連政策の推進
韓国の公共部門情報化の本格的スタートといえ
る，国家基幹電算網事業は第１段階（８７～９１年）
で住民，土地，金融等国家運営に必要な主要情報
をデータベース化し，第２段階（９２～９６年）で行
政情報共同活用のための電算システム連係運営に
重点をおいた事業を完了した。第１段階事業の住
民登録電算網，不動産管理電算網等に２兆４７０３億
ウォン，第２段階事業の国民福祉業務，経済・通
商業務等に４兆４５００億ウォンの予算が投入された。
国家基幹電算網事業は，分野別電算網を完成さ
せこれを基盤に２０００年代までに先進国水準の情報
社会を実現し，小さくて効率的な政府・高い企業
生産性・便利な国民生活実現等に寄与することで
究極的には国家経済力を確保する目標に推進され
た。
事業は行政網・金融網・教育研究網・国防網・
公安網等に区分され，各分野別に事業が推進され
た。行政電算網は政府と政府投資機関間に，金融
電算網は銀行・保険・証券・投資金融機関間に，
教育研究網は教育機関・研究機関間に，国防電算
網は国防関連機関間に区分され，早期に完成する
戦略で推進された。そして国民へのサービス業務
を優先的に推進するという方針の下に，公共サー
ビスの根本的改善に重点をおいた。また，機関間
の公共情報・資料の共同活用と互換を維持し，機
関間業務協力を推進させるという原則で推進され
た。さらに，電算化費用と情報産業投資を連係さ
せるために基本電算システムの独自開発，運営能
力を確保し，情報産業構造先進化のための基盤と
条件を提供することに重点が置かれた。
９０年代に入り，２１世紀に備えて国家の経済力と
国民の生活水準に決定的影響を及ぼす新しい社会
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間接資本としての情報通信基盤の早期構築の必要
性が増大した。これに伴い，９５年３月に２０１５年ま
でに超高速情報通信網を構築する「超高速情報通
信基盤構築総合推進計画」を確定し，国家最優先
情報化事業として推進することとなった。
超高速情報通信基盤はすべての利用者が（普遍
化），必要とする多様な形態の情報サービスを（多
様化），すべての地域にわたり時間的制約なしに
迅速に（高速化），双方向に伝達する新しい社会
間接資本である。一方では，単純な物理的情報の
転送や流通のみならず各種応用サービスの具現化
および社会慣習の変化までを包含する包括的な基
盤構造でもある。こうした超高速情報通信基盤構
築の目標は４つあり，１）公共機関，主要企業等
先導グループ間の情報共有によって国家社会全般
の効率性を追求し，２）遠隔教育，遠隔診療，在
宅勤務等人間中心の情報社会実現により，国民生
活の質を向上させ，３）高付加価値技術開発を重
点的にすることで先端戦略商品を開発し，４）先
進国との共同研究推進により先端技術を早期に確
保することである。しかし，その間急速な技術発
展があったため，先進外国の動向および国内情報
通信可用資源現況を点検し，基本計画を修正・補
完して，「情報通信網高度化推進計画」を９７年７
月に樹立した。修正計画は，目標年度を２０１５年か
ら２０１０年に早め，多様な超高速加入者網構築方式
に補完する等の内容を含んでいる。
超高速情報通信基盤構築のための事業内容を大
きく区分すると，超高速情報通信網構築事業，超
高速情報通信モデル事業，超高速情報通信応用技
術開発事業，条件整備事業となり，各担当機関別
に事業を推進している。
超高速情報通信モデル事業は，超高速情報通信
の需要と供給の技術力が充分でない現状のもとで
超高速情報通信網を効率的に構築し，これを基盤
として情報化を促進するために政府が主導・促進
している情報化支援事業である。超高速情報通信
基盤構築総合推進計画の一環として９４年から遠隔
モデル事業を，９５年から公共応用サービス開発事
業を推進，「情報化促進基本計画」が樹立された
後９７年からは情報化モデル事業を新規に推進して
いる。９８年からは情報化促進事業（旧，公共応用
サービス開発事業と情報化モデル事業）と，先導
応用モデル事業（旧，遠隔モデル事業）に分けて
ここに地域情報化支援事業を包含して総合的に展
開している。
社会情報化を支える情報通信産業育成が要請さ
れるに伴い，これからの情報社会に備えて，国家
社会の各分野の情報化施策を効率的に推進し，情
報通信産業の戦略的育成と部処間の散在した政府
の関連機能を体系化するために，９５年７月「情報
化促進基本法」が制定・公布された。基本法制定
に伴い，９６年に汎国家的情報化促進のためのマス
タープランである情報化促進基本計画を樹立し，
基本計画に従って関係中央行政機関別に施行計画
を作成して「情報化推進委員会」の審議をうけ確
定し，情報化事業を推進するようになった。
「情報化促進基本計画」は９６年から２０００年まで
の期間を対象に，情報化促進重点課題の選定と推
進，超高速情報通信網の早期構築，情報通信産業
の基盤造成，そして法・制度整備等６つの部門で
構成された。情報化促進の重点課題として
は，１）小さく効率的な電子政府具現化，２）情
報社会の人材育成のための教育情報化基盤構
築，３）知識基盤高度化のために学術研究情報利
用環境造成，４）産業情報化促進を通じた企業の
競争力強化，５）情報化を通じた社会間接資本施
設の活用度アップ，６）地域均等発展のための地
域情報化支援，７）情報技術を活用した医療サー
ビスの高度化，８）快適な生活のための環境管理
の情報化，９）災難災害に備えた国家安全管理情
報システム構築，１０）外交・国防情報体系確立等
１０大課題が選定された。
「情報化促進基本計画」樹立に伴い，９６年度か
ら分野別に施行計画を樹立し，事業を推進中であ
るが，９９年現在，行政・教育・科学技術・金融・
国防・産業・情報保護・地方自治・環境・保険福
祉・文化・産業人力・外交・刑事司法・社会間接
資本・安全管理・農林水産・公安等１８の分科委員
会が構成されている。
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９６年９月に開催された第２次「情報化促進委員
会」において確定した「情報化促進施行計画」（９６
～９７年）は，規制緩和等の法・制度を整備し，国
民のサービス増進，物流費用の節減等，国家全体
の競争力アップに直接寄与する事業から優先的に
推進されるようにした。９７年２月に開催された第
３次「情報化促進委員会」においては，９７年から
２０００年まで１９分野別施行計画を確定し，情報化事
業の効率的推進のために情報通信部の情報事業評
価計画を審議・確定した。９８年２月に発表された
９９年度情報化促進施行計画作成指針において，
IMF下で加速している構造調整努力がその間累積
した非効率構造の改革と競争体質強化に可視化す
るためには，情報化の戦略的活用が核心要素であ
ることを指摘し，経済社会全般の構造調整努力を
円滑に支えるための情報を重点推進方針として設
定した。この方針にしたがって樹立された９９年
「情報化推進施行計画」が９８年１１月第８次「情報
化促進委員会」において確定・施行中である。
このように，情報化のための多様な努力がなさ
れたが，韓国の国家社会知識情報化水準は先進諸
国に比べて大幅に遅れており，早急に２１世紀知識
情報化先進国として歩み始める基盤を用意しなけ
ればならないという要請が台頭している。こうし
た要請に伴い，「サイバーコリア２１（CYBER KO-
REA２１）」という知識基盤国家建設のための情報
化ビジョンを樹立，９９年３月３１日に確定した。
「サイバーコリア２１」は２００２年までの情報化政策
課題の方向と重点課題等を提示している。国民が
いつでも，どこでも高速度ネットワーク・サービ
スを使うことができる環境づくりに取り組んでお
り「サイバーコリア２１」において重要な事項
は，１）知識生産に基づく社会を構築するための
情報基盤の整備，２）知識情報基盤を活用した国
家・国民全般の生産性向上，３）情報基盤を利用
した新しいビジネス創出等の３点である。
２．２ 情報化関連組織の整備
８０年代半ば，公共部門の情報化が本格的に推進
されはじめた時期には，電算網調整委員会と分野
別推進委員会といった組織が主要情報化や施策に
ついて審議し，議決機能を担当した。これらは初
期には大統領直属で運営されたが，９０年代に入り
情報通信部（当時の逓信部）に移管された。その
うち，超高速情報通信基盤構築事業（以下，超高
速事業）計画が樹立され本格的に推進されるに伴
い，超高速情報化推進委員会（９４年５月３０日，「超
高速情報化推進委員会規定」が大統領令として制
定・公布された）ができ，超高速事業に関連した
主要な意思決定機構となった。
９５年「情報化促進基本法」が制定され，それま
で国家基幹電算網計画と超高速事業に二元化され
ていた情報化推進体制が，国務総理室が主管する
「情報化推進委員会」に一元化されてその他の委
員会は廃止された。「情報化推進委員会」は情報
化推進分野別に設置された各分科委員会とともに，
国家社会情報化推進のための主要な審議・議決機
構となった。これとともに，９４年１２月逓信部を科
学技術処のS／W産業と商工資源部の通商産業政
策を一元化させて情報通信部と改編し，国の情報
化を推進する主管部署となった。
９６年からは大統領が情報化を国政の最優先政策
課題と宣言し，「情報化推進拡大会議」が毎年数
回開催され，９８年からは「情報化戦略会議」と改
称し，各部門別に深い論議が進行するよう運営方
針を変更した。
各行政機関内に情報化責任官（CIO）を指定・
運営できるよう，「行政機関の情報化責任官指
定・運営に関する大統領訓令」が９８年度に制定さ
れ，これに伴い，中央行政機関に情報化責任官を
おき，行政機関のすべての事業・業務に情報資源
を積極的に活用するとともに情報化の効果を最大
限活用して行政全般の革新を体系的に推進できる
よう，情報化機能と企画調整機能の連係性を強化
するようにした。
その他，非政府機関としては，情報化の進展と
合わせて情報通信秩序の確立と安全な情報流通の
ために「情報保護センター」が９６年度に設立され
た。そしてコンピュータ２０００年問題が提起されて
からは国家的次元の対応目標期限を設定し，これ
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を基準に社会全般の問題を解決するために９７年度
に情報通信部にY２K対策班がつくられ，９９年１
月にはY２K状況室に変更された。９８年４月には
国務調整室にY２K問題対策協議会が構成され，
韓国電算院内に２０００年問題総合支援センターが設
置された。
２．３ 情報化関連制度の改善
国際的に，公共部門により少ない投入で質の高
いサービスを供給しなければならないという外部
圧力に直面し，新たな公共経営のアプローチが時
代的な要請となった。このために，政府機能のう
ち本質的で固有的な機能を除いたその他の領域に
ついては，多様な経営技法を導入し，政府の再構
造化を遂行することになり，こうした方法のうち，
アウトソーシング制度が代表的な政府経営方法と
して台頭した。特に情報通信技術の画期的発展と
公共機関内における電算業務のネットワーク化・
高度化および費用節減の次元で情報システムアウ
トソーシングに対する必要性が増大した。アウト
ソーシングは外部機関の力量を活用するため，こ
れを通じて費用を節減できる可能性が非常に高く，
情報資源の効率的な管理と運用の核心事項として
認識されるようになった。これに伴い，９８年企画
予算委員会では，政府業務のうち民間委託が可能
な事業を対象に外部委託事業を選定し，２０００年度
情報化推進施行計画作成指針に民間委託活性化を
含むようにした。また，２０００年度予算案編成指針
には，外部委託事業費目を新設し，民間委託対象
事業を委託事業費として関連事業の予算を要求す
るようにした。
合わせて，公共部門の情報化および人力は継続
的に増大する趨勢であるが，個別機関別・業務別
情報化により，重複投資および管理運営上の非効
率と国民の不便を招来してしまったため，各部処
情報化予算審議時に，投資優先順位を事前調整す
るために情報化予算事前協議制を導入・運営して
いる。
その他，主要法令が改正されたり，新たに制定
されたりした。改正された法令をみると，「情報
化促進基本法」の場合，情報化責任官（CIO）の
任務を具体化し，障害者を含む社会的弱者も情報
化の恩恵をすべて享受できるように情報化促進基
金の用途に福祉情報化促進に関する事項を新設す
る等，現行制度の運営上出てきた不備点を補完し
た（９９年１月２１日公布）。また，「電算網普及拡張
と利用促進に関する法律」は個人情報の誤用・濫
用への対策として個人情報についての保護規定を
新設し，受信者の意思に反して広告性の情報を転
送する行為を禁止し，韓国電算院の設立に関する
事項等を「情報化促進基本法」に移管する等，「情
報化促進基本法」との関係を再整備し，法令名を
「情報通信網利用促進等に関する法律」に変更し
た（９９年２月８日公布）。「公共機関の個人情報保
護に関する法律」は，個人情報の利用および提供
要件を強化する一方，本人の閲覧制限事由を緩化
する等，規制を緩化した（９９年１月２９日公布）。
新たに制定された法律としては，「電子署名法」，
「電子去来（商取引）基本法」，「公共機関の記録
物管理に関する法律」等がある。「電子署名法」
は，電子文書利用の拡散が予想されるため，電子
文書の安全と信頼性を確保しその利用を活性化す
るために，電子署名の法的効力および公認認証機
関の管理等に関する事項を定めた（９９年２月５日
公布）。「電子去来（商取引）基本法」は電子文書
について書面文書と同一水準の法律的効果を付与
し，電子商取引の信頼性確保，消費者保護，電子
商取引の促進のための施策の推進等，電子商取引
に関する基本的事項を定めることで一般人が安全
に電子商取引ができるよう制定された（９９年２月
８日公布）。「公共機関の記録物管理に関する法
律」は，公共機関の主要記録物について明確で体
系的な収集根拠と，国会・政府・法院（裁判所）
等国家機関および地方自治団体の記録物保存等に
関する統一された記録物管理方案を用意すること
で国政運営の透明性確保と責任行政具現化に寄与
し，公共記録物の毀損・滅失または私有化を防止
する等，記録遺産の安全な保存と効率的活用を図
るために制定された（９９年１月２９日公布）。
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２．４ 「情報化促進基本法」および「情報化促進
基本計画」
２．４．１ 「情報化促進基本法」
「情報化促進基本法」は国家情報化の母法とし
て国家社会情報化を効率的に促進し，情報通信産
業を戦略的に育成すべき緊急性が増大して，情報
通信網を主軸に情報通信サービス，ハードウェア，
ソフトウェア等が有機的に結合したシステム産業
として総体的な発展戦略が要求される情報通信事
業の性格から，そして需要政策と供給政策を連係
させて総合的に推進する必要から，これを戦略的
に育成するために１９９５年８月に制定された法律で
ある。
本法律は情報化を促進し，情報通信産業の基盤
を造成して情報通信基盤の高度化を実現させるこ
とで国民生活の質を向上させ，国民経済の発展に
寄与することを目的とする。本法律は情報化促進
基本計画の樹立や情報化推進委員会設置等といっ
た推進体系についてのみならず，公共機関および
民間部門において情報化を積極的に推進するため
の各種情報化事業の推進根拠を提供している（情
報化促進基本法１１条）。この条項は公共情報化に
ついて，行政業務自体の情報化の他，医療・教
育・文化・環境分野といった公共部門の情報化を
推進するとしている。これは公共部門の先導的な
情報化を通してこれが民間分野に拡散できるよう
するものである。また，政府・公共機関が保有す
る莫大な情報の提供を拡大し，その流通を促進す
るための施策を考案することで（情報化促進基本
法１３条）公共情報の積極的な活用を図っている。
現在「情報化促進基本法」は情報社会の環境の急
速な変化に対応するために改正作業中である。
こうした「情報化促進基本法」の制定とそれに
伴う「情報化推進委員会」の構成，そして情報化
専担機関として編成された情報通信部の「情報化
企画室」新設等は「情報化促進基本計画」を樹立
しこれを推進していく中心的役割を果たしている。
２．４．２ 「情報化促進基本計画」
「情報化促進基本計画」は，１９９５年国家社会情
報化の基本方向を定立，推進体系を用意するため
に制定・公布された「情報化促進基本法」を根拠
に１９９６年６月に樹立・発表されたものである。こ
の計画は国家社会全般の情報化を促進するための
政府の施策方向を総合的・体系的に含み，情報化
推進体系下で政府のあらゆる部処が参与して基本
計画を樹立することで国家計画としての位相を整
え，指向していく情報社会のビジョンと推進戦略
を明確に提示している。「情報化促進基本計画」
は２０１０年まで国際的に高い水準の情報化を達成す
るための段階別目標と中・短期的推進課題を包含
している。
１）段階別計画
情報化促進基本計画は，１９９６年から２０１０年まで
国家社会全般にわたって高い水準の情報化を実現
するための３段階の段階別目標を設定し推進して
いる。
第３段階（２００６～２０１０年）：情報活用高度化段階
↑
第２段階（２００１～２００５年）：情報活用拡散段階
↑
第１段階（１９９６～２０００年）：情報化促進基盤造成
段階
第１段階計画は，応用サービス，情報通信技術，
情報通信網，環境条件等，情報化促進に必須の基
礎要素を確保することを目標とする。第２段階は
情報活用の拡散段階として，第１段階で造成され
た情報化基盤の土台の上に民間主導の情報化を定
着させ，高度情報社会を具現化するために十分な
量の需要創出を目標とする。第２段階においては
民間が情報化基盤を自由に活用し，利用者が必要
とする各種サービスを開発し，これを通して国家
社会全部門に情報利用を拡散させ，本格的な情報
社会の初期段階に進出することになる。第３段階
においては質的な側面で情報活用を高度化させ，
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いつでもどこでも必要な情報を便利に生産・流
通・利用できるようにする高度情報社会への進出
を目標とする。
現在進行中である第１段階基本計画は，公共部
門の情報化を中心とした情報化促進重点課題の選
定と推進，超高速情報通信網の早期構築，情報通
信産業の基盤造成，法・制度の整備や情報保護・
標準化等，情報化促進のための条件整備等の６部
門を強調している。特に政府の生産性向上，教育
改革と知的基盤造成，産業競争力強化，地域間均
等発展，国民生活の質の向上等，高度情報社会の
基盤造成のために核心的な至急課題であると同時
に，国家的懸案問題解決に必要な情報化課題のう
ち，２０００年までに実現可能で波及効果が大きい１０
課題を情報化促進重点課題に選定して提示してい
る。しかし各種の社会・経済的条件と環境の変化
に伴いこれを補完した「情報化促進５ヶ年計画」
の草案を準備した段階である。
「情報化促進５ヶ年計画」は，部門別主要情報
化政策課題として，経済構造革新のための情報化，
顧客指向型電子政府の具現化，知識情報社会の人
的資源形成，国民生活の質の向上のための情報化
を推進し，情報活用促進のための条件整備として，
情報流通基盤の革新，コンテンツ開発および利用
促進，情報システムの安全・信頼性確保，情報通
信倫理確立を履行し，情報通信産業の育成方案等
を提示している。「情報化促進基本計画」と「情
報化促進５ヶ年計画」の体系を比較したのが（付
録）表１である。
新しく準備されている「情報化促進５ヶ年計画」
には情報化ビジョンを具体的に提示し，情報活用
を促進するためにコンテンツ開発支援事業がもり
こまれており，公共情報の開発と活用条件整備へ
の大きな寄与が期待される。
３ 学術情報政策および計画
政府は１９９９年４月に行政改革の一環として学術
振興法による韓国学術振興財団（Korea Research
Foundation：KRF）付設［先端学術情報センター
（Korea Research Information Center：KRIC）］
と韓国教育放送院法による韓国教育放送院（Ko-
rea Educational Broadcasting System）付設［マ
ルチメディア教育支援センター（Korea Multime-
dia Education Center：KMEC）を廃止し，韓国
教育学術情報院（Korea Education and Research
Information Service：KERIS）を新設した。韓国
教育学術情報院法（法律第５６８６号，１９９９年１月１２
日制定）の公布３カ月後に設立された韓国教育学
術情報院は教育の情報化と関連した政策と執行機
能をもつ教育部傘下の政府出資機関として法人の
性格をもつ。これまで大学および学術情報化を担
当した「先端学術情報センター」と初・中等の教
育情報化を担当した「マルチメディア教育支援セ
ンター」の両機関を統合し，両機関のすべての財
産・権利・義務を韓国教育学術情報院が包括継承
した。
３．１ 関 連 法 規
韓国の学術・教育情報政策に関連する法律・計
画としては，「教育基本法」「科学技術振興法（１９７２
年）」「学術振興法（１９７９年）と「５大国家電算網
基本計画（１９８３年）」，「図書館及び読書振興法
（１９９４年）」，「情報化促進基本法（１９９５年）」など
があるが，ここでは「学術振興法」及び「５大国
家電算網基本計画」のうち「教育・研究電算網」
の内容を要約する。
１）学術振興法
それまで国策として重点をおいた科学技術情報
から学術情報全般に関心が向けられ，全般的な学
術情報政策の法的根拠となる「学術振興法」が１９７９
年１２月２８日に公布され，学術情報活動の積極的な
支援・育成が計画された。同法第８条に学術情報
管理計画には次のように規定されている。
１）文教部（現在教育部の前身）長官は学術情
報管理体制の確立のために次の各号に関する
総合計画と基本施策を樹立して，その業務を
調整・管理するための基本となる指針を作成
する。
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 １ 学術情報管理機関の育成に関する事項
 ２ 学術情報の流通体系の確立に関する事項
 ３ その他，学術情報管理に関する事項
２）第１項の規定による学術情報管理業務に関
して必要な事項は大統領令で定める。上記の
第８条による大統領令は「学術振興法施行令」
（大統領令第９９９１号）として１９８０年８月１６日
公布された。学術振興法第１０条の，学術活動
を効率的に支援・育成するために「韓国学術
振興財団」が法人として設立された。同財団
の図書館および情報サービス関連事業は，同
法第１３条６項に，“学術研究に必要な情報資
料の調査・収集および管理と活用のために
「学術情報センター」を設置運営する”と規
定されている。
３．２ ５大国家電算網基本計画
政府は１９８３年から推進している５大電算網基本
計画を汎国家的事業として展開するために，１９８６
年に「電算機普及拡張と利用促進に関する法律」
を制定した。それを受けて「電算網調整委員会」
が構成され，８７年から行政網，教育網，金融網，
公安網，国防網など５大電算網を中心として電算
化事業が本格的に開始された。９１年度には第１段
階事業を終了した。この第１段階（１９８７―１９９１）
事業は，全国規模の電算網の構築と主要情報の
データベース化など国家基幹電算網の基盤を構築
するものであった。続く第２段階（１９９２―１９９６）
事業は，第１段階事業の成果を土台にした電算網
の連係運用による，情報の共同活用体制の構築に
重点をおいて拡大・発展させるものであった。
１）教育電算網（Korea Education Network：
KREN）
教育電算網は，教育機関に対するコンピュータ
支援と学術情報及び教育行政情報の交換を目的と
する大学の電算化，図書館網，教育行政網で構成
されている。教育電算網にはの初・中等学校，大
学，専門大学（２年制），教育行政機関が接続さ
れ，海外機関とも接続されている。９６年１２月に韓
国先端学術情報センター（KRIC）（韓国教育学術
情報院の前身）が教育部の傘下機関として，国内
外の学術情報を迅速に提供する目的で設立された。
２）研究電算網（Korea Research Environment
Open Network：KREONet）
研究電算網は約２４０の政府出資研究機関・企業
体研究機関，大学の研究機関，政府部署で構成さ
れている。研究電算網では，科学技術情報の流通
のために，研究データベースの構築および流通の
ための事業を研究開発情報センター（Korea Re-
search & Development Information Center：
KORDIC）を中心に推進している。
さらに１９９５年からは，超高速情報通信基盤事業
の推進を始め，２０１０年の完成を目標に先導試験網，
超高速国家情報通信網，超高速公衆情報通信網な
ど技術開発・応用に関する計画が発足した。その
実施のために，１９９５年度に韓国電算院（National
Computerization Agency：NCA）が全担機関に，
韓国通信とDACOMが網構築担当機関に指定され
ている。
３．３ 韓国教育学術情報院（Korea Education
and Research Information Service：
KERIS）
韓国教育学術情報院法により１９９９年４月２２日に
新設された韓国教育学術情報院は従来の韓国学術
振興財団（Korea Research Foundation：KRF）
付設［先端学術情報センタ （ーKorea Research In-
formation Center：KRIC）］と韓国教育放送院法
による韓国教育放送院（Korea Educational
Broadcasting System）付設［マルチメディア教
育支援センター（Korea Multimedia Education
Center：KMEC）］を統合し，教育学術情報化を
推進する新しい政府出資機関として設立された。
以下は両機関の沿革をまとめたものである。
１９９６．６．２１：韓国教育開発院（Korean Educa-
tion Development Institute）付
設「マルチメディア教育研究セン
ター（Korea Multimedia Educa-
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tion Center（KMEC）」設立
１９９６．９．１１：教育情報総合サービス・システム
（EDUNET）開始
１９９６．１２．２６：韓国学術振興財団（Korea Re-
search Foundation）付設「先端
学術情報センター（Korea Re-
search Information Center：
KRIC）」設立
１９９７．３．２１：韓国教育放送院（Korea Educa-
tional Broadcasting System）付
設「マルチメディア教育支援セン
ター（KMEC）」設立
１９９８．５．１：学術情報サービス・システム
（RISS）開始
１９９９．１．２１：韓国教育学術情報院法 公布（法
律第５，６８６号）
１９９９．４．２２：韓国教育学術情報院（KERIS）
開院
１９９９．７．５：ISP登録及び運営開始
１９９９．１０．１：インターネット専用 ０１４４４網
開通
教育学術情報ポータルサービス開
始
３．３．１ 機能および組織
韓国教育学術情報院法に同院の推進事業につい
ては，次のように規定されている（同法第６条要
約）
・教育用コンテンツ開発・普及事業
・教育情報化の活性化支援
・教 育 情 報 総 合 サ ー ビ ス・シ ス テ ム
（EDUNET）運営・管理
・学術情報サービス・システム（RISS）運営・
管理
・民間開発教育情報の確保および連係体制の構
築
・情報技術活用教育の強化
・情報教育担当教員の養成及び研修
・生涯学習情報の開発・連係・確保体制の構築
・教育情報の体系化及び標準化
・教育情報化関連の国際教育及び協力事業
具体的な目標としては，１）幼児教育と初等教
育の情報化支援，２）中等教育の情報提供と情報
技術活用教育，３）先端学術研究環境の助成，４）
学父母および一般国民の生涯学習情報の提
供，５）教育学術政策と教育情報産業の活性化支
援，６）EDUNETと学術情報サービスシステム
の構築・運営などが挙げられる。
さらに，２００２年までには，１）学校教育活動に
必要な基本情報の構築完了，２）全国共通の教育
学術情報網の構築完了：全国の１６の市，道の教育
庁に地域教育情報センター構築，３）主要図書館，
研究所間のネットワークと高等学術研究情報セン
ターを構築することで，教育と学習のための最高
のポータルサービス・システムの構築，国内・外
主要学術研究情報総合サービス窓口構築，サイ
バー教育コミュニティーの構築をその目標として
いる。
同院の組織は理事会と初・中等教育情報化室，
学術研究情報化室，網構築運営室の３つの室と調
査研究部，行政支援部の２部となっている。また
同院はその目的達成と専門性向上のために特に必
要な場合には，教育部長官を経由して国家基幹・
地方自治体・教育機関・研究期間又は公共団体に
対して人員の派遣を要請できる（同法第１７条）と
なっている。
３．３．２ 主要活動およびサービス
主な活動としては教育学術情報化の基盤として
「教育情報総合サービスシステム（EDUNET）」
と「学術情報サービスシステム（RISS）」の運営・
管理がある。
１）教育情報総合サービスシステム（EDUNET）
「教育情報総合サービス・システム（EDUNET）」
は開かれた教育社会，生涯学習社会の実現するた
めの総合的基盤を構築するために韓国教育放送院
の付設機関として１９９７年３月に設立された「マル
チメディア教育支援センター（KMEC）」が推進
してきたものである。教育情報化政策決定支援の
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９
ための基礎資料を提供し，先端情報技術メディア
を利用した教授・学習方法の活性化のために教育
ネットワークを通じて多様な教育情報サービスを
実施している。EDUNETは学生と教員，学父母
など教育需要者に教育関連情報を提供し，分散さ
れている教育関連情報を相互連係することで教育
情報を総合的・体系的にサービスするために構築
されたシステムである。
教育情報総合サービス・システム（EDUNET）
のWebサービスには，
 １ EDUNETサイバー学校（小学校，中学校，
高等学校）：サイバー学習教材，注文型教育
放送衛星サービス，学習資料室，相談室など
で個別学習支援
 ２ 教育学習資料室：授業の進行に必要な学習
補助資料および情報提供，
 ３ 教育研究室：教育関連研究論文・報告書・
授業事例・教育統計資料の提供，
 ４ 教師研修室：教員の研修関連情報の提供，
 ５ 学父母支援センター：子女教育に活用可能
な情報と学父母関連活動に関する情報の提供，
 ６ サイバー生涯学習院：余暇・趣味活動関連
の情報提供，独学・資格・修得単位銀行制
度・生涯学習教育機関の案内，
 ７ 情報交換：電子メール，対話室，同好会，
掲示板，オンライン学校，討論の広場など各
種情報と意見の交換，
 ８ 情報市場：民間・企業で開発された各種の
教育・図書・学習・文化情報の提供
EDUNET文字サービスには， １オンライン学
校（仮想学校：小・中・高校・大学）， ２教育相
談， ３衛星教育放送サービス， ４電子メール， ５
対話室， ６同好会， ７討論広場， ８教育関連機
関・団体などがあり，EDUNETの登録者は１９９９
年末現在，約１３０万名，１日の平均アクセス件数
は２４，０００（Web Service）件，１７４，０００（Text–based
Service）件となっている。すべての国民が無料
で，インターネット，PC通信で利用できる。
２）学術情報サービス・システム（Research In-
formation Service System：RISS）
「学術情報サービス・システム（RISS）」は研
究者に国内外の学術情報を迅速に提供することを
目的に国内学術情報の共有体制および海外の学術
情報機関との協力体制を構築するために韓国学術
振興財団の付設機関として１９９６年１２月に設置され
た「先端学術情報センター（KRIC）」が推進して
きたものである。
学術情報サービス・システム（RISS）のサー
ビスは：
１）図書総合目録サービス（Union Catalog Serv-
ice）：全国の大学図書館（９９年５月現在１４５
大学参加）の目録情報を統合，共同目録作成，
相互貸借サービス，データベースの構築（９９
年９月現在）：書誌データ７００万件との所蔵
データ１，９００万件，LC書誌レコード５００万件
と典拠レコード４００万件
２）海外オンラインデータベース・サービス：海
外DB７０種以上，One―Stop Service提供，分
野別全文学術データベース提供，電子雑誌原
文サービス，
３）学術雑誌論文総合目録情報サービス：国内外
学術雑誌論文DB，原文サービス提供，
４）学術支援情報サービス：学会及び研究所情報，
研究者情報提供などとなっており，RISSの
登録者は１９９９年末現在約９万名，１日の平均
アクセス件数は２，７００件（Web）となってい
る。
３）将来計画及び推進事業
将来計画としては，学術情報流通のための基盤
として以下の４つの基盤を構築する。
１）情報資源基盤の構築
・学術情報資源の確保
・提供可能な学術情報資源の範囲の増大
・学術情報資源の保存
・学術情報の検索範囲の拡大
・必要情報の目録と検索提供
２）技術的基盤
・学術情報処理の標準化
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・検索技術の比較，評価，開発
・電子出版の基盤技術の確保
・著作権の体系的な管理のための技術確保
・学術情報の伝達のための技術確保
３）制度的基盤
・情報資源基盤構築に必要な機関間の協力体
制の構築
・技術的基盤構築に必要な機関の協力体制の
構築
・著作権管理のための法および制度の制定・
普及
４）社会文化的基盤
・学術情報利用のための社会文化的環境整備
・専門人力養成を通じた社会力量の強化
・利用者教育を通じて利用環境の整備
推進事業としては，
１）学術情報のポータルサービス体制構築
２）国家学術情報総合目録構築及びサービス
３）Full―text基盤の電子図書館構築（国内学
術論文Full―textの体系的管理及びサービス）
４）学術情報の共同活用（大学図書館及び関連
機関間の相互貸借）
５）海外データベースの共同購入
６）国内外関連機関との協力体制構築
・国内関連機関，KINITI，KORDIC，国立
中央図書館など
・海外関連機関，OCLC，NACSIS，BLDSC
など
４ お わ り に
情報サービスの究極的な目標は国民の生活の質
を向上させることである。有用な情報を迅速に提
供するためには社会的・文化的基盤と情報マイン
ドの拡大や情報の生産・流通の安定性の確保が必
要であり，技術的・財政的・制度的支援を含む政
策的努力が必要である。全国的な情報システム及
びネットワークを構築するには国の基本政策，法
制度，行政的支援，利用状況と利用者要求などが
主要素として作用し，一般的に全国システムを計
画・調整・諮問・支援する中央調整機能とその中
で情報の収集・処理，検索・提供の流通機能をあ
わせもつ機関が必要である。現在，韓国内の情報
資源の効果的な利用と先進諸国の情報の入手およ
び活用のためにシステムの整備の必要とその認識
は高まっている。また政府の行政改革の推進に
よって，類似機能をもつ情報関連機関間の統・廃
合などが計画されている。国家情報化の推進にお
いては，関連政策間の調整および関連機関間の協
調体系の構築が必要なのは言うまでもない。
２１世紀の知識情報化時代において国や個人の生
存・繁栄は教育・知識・情報の質・量に依存する。
情報通信を基盤とする新しい教育体制と情報体制
が必要である。教育学術情報化を推進する機構と
して新設された韓国教育学術情報院は，行政改革
の一環として，従来分散されていた教育情報と学
術研究情報の収集と流通体制を統合した。学校教
育，生涯学習，学術研究に必要な専門的な情報を
総合的に迅速に提供することで，これからの知識
情報化社会において必要な新しい教育の形態とし
てサイバーの教育体制と生涯学習体制の実現，ま
た学術研究情報の中枢機関としての役割が期待さ
れる。
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付録：表１）「情報化促進基本計画」と「情報化促進５ヶ年計画」の体系比較
情報化促進基本計画 情報化促進５ヶ年計画
Ⅰ 高度情報社会具現化と基本計画 Ⅰ 計画樹立の背景
Ⅱ 基本計画と目標，ビジョン，推進方向 Ⅱ 情報化の経済的意味と国家発展の未来像
Ⅲ 情報化促進重点課題
１．小さいが効率的な電子政府具現化
２．情報社会の人材育成のための教育情報化基盤構築
３．知識基盤高度化のための学術・研究情報利用環境造
成
４．産業情報化促進を通じた企業の競争力強化
５．情報化を通した社会間接資源施設の活用度アップ
６．地域均等発展のための地域情報化支援
７．情報技術を活用した医療サービスの高度化
８．快適な生活のための環境管理の情報化
９．災難・災害に備えた国家安全管理情報システム構築
１０．先進外交・国防情報体系確立
Ⅲ 情報化の基本目標・推進戦略
Ⅳ 部門別主要情報化政策課題
１．経済構造革新のための情報化
２．顧客指向的電子政府具現化
３．知識情報社会の人的支援養成
４．国民生活の質の向上のための情報化
Ⅴ 情報活用促進のための条件整備
１．情報流通基盤革新
２．コンテンツ開発および利用促進
３．情報システムの安全・信頼性確保
４．情報通信倫理確立
Ⅵ 情報通信産業育成方案Ⅳ 超高速情報通信網の早期構築
Ⅴ 情報通信産業の基盤造成
Ⅵ 情報化促進のための条件整備
付録：表２）１９９９年度韓国教育部の教育情報化計画及び事業
区 分 事 業 名
教育情報化基盤構築 小・中等学校教育用コンピュータ普及
小・中等学校教員用コンピュータ普及
小・中等学校電算網構築
地域情報教育モデル学校
教育情報化研究学校運営
教育情報資料開発・普及 教育用コンテンツ開発・普及
教育情報化活性化支援
EDUNET運営・管理
民間教育情報産業活性化支援
情報技術活用教育強化 コンピュータ関連教育課程強化
情報教育担当教員養成及び研修
教員コンピュータ活用能力活性化支援
教育行政情報化 小・中等学校総合情報管理システム構築
教育統計情報化
教育行政業務電算化
学術・研究情報基盤構築 大学教育情報化支援
国立大学電算運営
教育電算網拡充
学術情報流通体系構築 先端学術情報センター運営
大学図書館情報化支援
新規事業 障害者教育福祉情報センター運営
修得単位銀行制総合情報システム構築
仮想大学プログラム実験
仮想大学運営大学支援
教員資格取得者名簿管理情報化（DB構築）
コンピュータ電算補助員支援
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National Information Infrastructure Development in Korea.
By Yong Won KIM
［Abstract］Information and knowledge resources have been recognized as resources essential to a
national infrastructure. Therefore, systematic and up―to―date strategies and policies are needed to
obtain rapid, specialized, and varied types of information. Policy making or change is driven by the
three imperatives of economic stringency, technological innovation and social change at national and
International level.
This study reviews the various of national initiatives, legislations, etc. taking place in Korea which
in the era of networked environment. In addition, it goes on to concentrate on the context of schol-
arly information policy, focusing particularly on the Korea Education and Research Information Serv-
ice（KERIS）.
［Key Words］Information Policy, Information Infrastructure, Scholarly Information, Korea.
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